
 
 

 
 
 
 
 
 
 

MEGURI2040 に係る安全性評価 
 

2024 年度成果報告書 
概要版 

 
 
 
 
 

 
 
 

2025 年 9 月 

 
一般財団法人日本船舶技術研究協会 

 
 



 
 

 



i 
 

MEGURI2040 に係る安全性評価 2024 年度成果報告書 概要版 

 

目 次 

MEGURI2040 に係る安全性評価 2024 年度成果報告書 概要版 ................................................................ 1 

1. 事業の概要 ................................................................................................................................................. 1 

1.1 事業の目的 ........................................................................................................................................... 1 

1.2 事業の達成目標と効果 ....................................................................................................................... 2 

1.3 事業計画（実施内容・スケジュール・成果）................................................................................ 3 

1.4 委員会構成 ........................................................................................................................................... 9 

2. 本年度の事業成果及び今後の計画 ....................................................................................................... 10 

2.1 自動運航船の安全評価等の実施 ..................................................................................................... 10 

2.2 自動運航船安全ガイドライン（案）の策定等.............................................................................. 11 

2.3 国内地域限定の無人運航船実用化に向けた各種検討の最終化 .................................................. 11 

2.4 今後の計画 ......................................................................................................................................... 12 

添付資料 1 安全性評価事業関係の委員会の活動状況報告 ......................................................................... 13 

1. 活動状況報告 ........................................................................................................................................... 13 

1.1 無人運航船安全性評価ステアリング委員会 ................................................................................. 13 

1.2 安全評価・ガイドライン策定等委員会 ......................................................................................... 13 

1.3 船員スキル定量化検討委員会 フェーズ 2 ..................................................................................... 14 

付録 1   安全性評価事業関係の委員等名簿 ................................................................................................. 16 

 



ii 
 

  



1 
 

MEGURI2040 に係る安全性評価 2024 年度成果報告書 概要版 

1. 事業の概要 

1.1 事業の目的 

海事産業の少子高齢化や働き方改革対策として無人運航船への期待が高まる中、日本財団の技術開

発助成プログラム（MEGURI 2040）の実証実験により早期実現が加速された。 

無人運航船の社会実装を確実にするには、第三者による安全評価をはじめとする社会基盤整備が不

可欠である。このため、実証実験船の安全性評価を実施するとともに、社会実装する上での各種課題

の解決を図ることにより、無人運航船の実用化を支え、社会における受容性を高め、以て我が国の海

事産業の変革と発展の一助とすることを目的とする。 

 

 

図 1.1.1 日本財団による MEGURI 2040 事業の概要 

実証実験及び安全性評価プロジェクトの位置づけ 
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1.2 事業の達成目標と効果 

1.2.1 達成目標 

無人運航船の実現とは、人間による運航等の各種機能をAIなどの無人運航システムに置き換えるこ

とである。 

無人運航船を実用化するためには、当該船舶に搭載される無人運航システムに関して、将来、無人

運航船が遭遇する様々な環境条件下においても、人間と同等以上の安全性能を無人運航システムが有

していることを確認する必要がある。また、無人運航システムの安全評価等を実施し得る環境を整備

する必要がある。更には、安全が担保された無人運航船を社会実装する際に避けて通れない新技術の

導入制度、地域連携、事故時の責任分担や損害保険の付保などの社会インフラの課題についても解決

策を提示し、無人運航船導入のための安全ガイドラインの整備とともに、社会受容性を醸成する。 

 

1.2.2 効果 

世界初となる無人運航船の安全評価を、民間主導により第三者的立場で実施することで、安全基準

や安全評価技術のポテンシャルが格段に高まり、我が国政府にそれらを提示するだけでなく、世界的

なデファクトスタンダード策定の主導権を執れることとなる。また、社会受容性を醸成することによ

り、無人運航船の国内への先行導入と普及とともに、地域連携による新たな社会システムの構築も期

待される。結果として、我が国が無人運航船分野において世界をリードし、我が国海事産業の変革と

発展を促すこととなる。 

 

 

図 1.2.1 無人運航船の実証実験に係る全体枠組み 
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1.3 事業計画（実施内容・スケジュール・成果） 

本事業は、当初 2020年度から開始し、2023年度までの 4年計画で実施される予定であった。図 1.3.1

に本事業の当初実施内容、図 1.3.2 に本事業の当初実施スケジュール、図 1.3.3 に本事業の当初の成果

イメージを示す。 

安全評価、総合シミュレータ開発等、総合調整・ガイドライン策定等からなる安全性評価事業につ

いては、日本船舶技術研究協会及び海上技術安全研究所が担当し、日本海事協会の協力を得て実施す

る。また、無人運航船の実証実験の事業者（代表：日本海洋科学）として無人運航船の安全ガイドラ

インの策定に参画する。 

船員スキルの定量化事業については、海技教育機構及び東京海洋大学が担当し、当該事業の成果は

安全性評価事業で活用される。 

 

 

図 1.3.1 本事業の実施内容 
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図 1.3.2 本事業の実施スケジュール 

 

 

図 1.3.3 本事業の成果イメージ 
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一方、最近の自動運航に係る技術の進展に伴い、無人運航船への期待の高まりから、国際海事機関

（IMO）は、関連条約改正(MASS CODE)の 2025 年採択・2028 年 1 月発効を目標に国際基準の策定に

着手し、国際的にも期待が高まっている。さらに、日本財団は、同財団が実施する「無人運航船の実

証実験に係る技術開発助成プログラム」（MEGURI 2040 ステージ 1）が、2022 年 1 月から 3 月に実施

した無人運航船の実証実験の成果を踏まえ、「無人運航船の社会実装に向けた技術開発助成プログラ

ム」（MEGURI 2040 ステージ 2）と称し，2025 年の本格的な無人運航船技術の実用化を目指して 4 つ

の目標（実証実験，開発した技術の規格化，開発プロセス基盤の強化，社会実装）に取り組む実証プ

ログラムを 2022 年 10 月から開始し、2025 年の無人運航船の実用化の早期実現が加速されることと

なった。MEGURI 2040 ステージ 2 では、将来の内航業界を想定した異なる 4 隻の船舶（①無人運航機

能を全て備えた Full Package の新造コンテナ船、②無人運航機能の一部を備えた既存コンテナ船、③

既存 RORO 貨物船並びに既存の離島航路船）及び 2 つの陸上支援センターによる船陸オペレーション

の実証を実施する。 

そこで、本事業は従来計画されていた 2023 年度までの内容を実施すると共に、MEGURI 2040 ス

テージ 2 への対応を行うため、事業実施期間を 2 年延長し、遠隔オペレーションの技能と訓練の要件

化と社会受容性醸成加えて、2023 年度以降の事業計画を変更した。 

図 1.3.4 に変更後の事業計画を、図 1.3.5 に変更後の 2023 年からの実施スケジュールを、図 1.3.6 に

安全評価フェーズ 2 の実施内容を、図 1.3.7 に船員スキル定量化およびシミュレータ開発フェーズ 2 の

実施内容を、図 1.3.8 に、社会受容性醸成の実施内容を、図 1.3.9 に出力のイメージを示す。 

本事業は、引き続き、日本船舶技術研究協会が日本財団からの助成事業として実施する。この内、

安全評価およびガイドラインの策定は、日本船舶技術研究協会と海上技術安全研究所が実施する。船

員スキル定量化フェーズ 2 は、海技教育機構および東京海洋大が実施し、シミュレータ開発（遠隔オ

ペレーションシミュレータ）は、海技教育機構が実施する。また、社会受容性醸成は、三菱総合研究

所と丸紅が実施する。 

 
図 1.3.4 変更後の事業計画 
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図 1.3.5 変更後の実施スケジュール 

 

 
図 1.3.6 変更後の安全評価フェーズ２の実施内容 
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図 1.3.7 船員スキル定量化およびシミュレータ開発フェーズ２の実施内容 

 

 
図 1.3.8 社会受容性の醸成 
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図 1.3.9 出力のイメージ 
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1.4 委員会構成 

本事業を円滑に遂行するため、外部有識者等からなる無人運航船安全性評価ステアリング委員会を

設置するとともに、詳細検討のため、安全性評価事業については、安全性評価・ガイドライン策定等

委員会を、船員スキルの定量化事業については、船員スキル定量化検討委員会を設置した。表 1.4.1に

本事業に関連して開催した各委員会とその TOR（Terms of reference：付託事項）を示す。 

添付資料 1 に安全性評価事業を検討する無人運航船安全性評価ステアリング委員会、安全ガイドラ

イン等策定委員会、安全評価等実施委員会及び船員スキル定量化フェーズ 2 検討委員会の活動概要を

示す。また、添付資料 1 付録 1 に各委員会の委員名簿を示す。 

 

表 1.4.1 本事業に関連して開催した各委員会とその TOR 

・ステアリング委員会 
 ① 事業計画の承認(全体及び各年度) 
 ② 各委昌会の活動報告及び名事業の進捗状況確認  
 ③ 年度毎及び最終報告書のとりまとめ 
・安全性評価・ガイドライン策定等委員会 
 ① 安全性評価手法の検討 
 ② 安全ガイドライン検討 
 ③ 委託事業進捗確認 
 ④ ステアリング委員会への報告 
・船員スキル定量化フェーズ 2 検討委員会 
 ① 遠隔オペレータに必要な能力（技能・訓練）要件の構築  
 ② 遠隔オペレータの訓練施設の整備 
 ③ ステアリング委員会への報告 
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2. 本年度の事業成果及び今後の計画 

下記に 2024 年度の事業フローチャート及び主要な成果を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.1 自動運航船の安全評価等の実施 

a． 実証船によるリスク評価 

離島航路船「おりんぴあどりーむせと」のリスク評価のモニタリングとレビューを実施した。 

 

b． 緊急時対応等の実船検証の手法の検討 

無人運航船としての技術は、衝突・座礁回避機能を中心に開発が実施されているが、自動運航シス

テムが実装され、乗組員が減員された場合に、緊急時（非常時）の対応がどうなるのかを検討した。

まず、非常時を定義し、実証船で減員の影響が確認できる非常時シナリオとして火災時を選定した。

2025 年度に、旗船で実際のシナリオを実施して、減員の影響を確認する。 

 

c. 実船実験等を通じた遠隔オペレータに必要な能力要件の検討 

 東京海洋大学の汐路丸と越中島キャンパスをスターリンクで繋いで、陸上から東京湾内もしくは千

葉沖を航行する船舶の遠隔監視を実施した。遠隔オペレータの思考を FRAM 解析した結果、遠隔オペ

レータは、一般的に言われている認知→予測→判断→実行という単純な一方通行の思考ではなく、多

様な観測情報を基に認知した多数の船舶の動きを同時並行的に予測し、必要有れば認知をやり直す、

もしくは予測をやり直すという反復的な思考により、最終的に判断して実行している事が判明した。 

 また、海技大学校の海技丸においては、遠隔監視における情報欠損を模擬した。レーダー、カメラ、

ECDIS の各情報を意図的に遮断して欠損した状態が、遠隔オペレータの避航予測にどう影響するかを、
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避航プランの思考時間を指標に検討した結果、遠隔オペレータは、残りの情報を用いて、全ての情報

が使える場合と同程度の時間で、避航予測をする事が判明した。 

 

d. 遠隔オペレータの教育訓練シミュレータの開発 

2023 年度に作成した仕様書に基いて、教育訓練シミュレータの設置工事を実施した。 

 

2.2 自動運航船安全ガイドライン（案）の策定等 

MEGURI2040 安全性評価事業の意義は、MEGURI2040 で開発された無人運航船の安全性を担保する

事である。そのために、国及び日本海事協会が検査の内容や方法を決めるに当たって、MEGURI2040

安全性評価事業の一環として、実務者会合を開催して、海事局、海上保安庁、日本海事協会、海上技

術安全研究所、大学等の有識者及び MEGURI実証事業者に集まり頂き、意見を擦り合わせ、今年度は

プランナーの専門家評価の枠組みを取りまとめた。実務者会合の結果は、日本海事協会の「自動運航、

自律運航に関するガイドライン(Ver.2.0)」に取り入れられている。 

上記のプランナーの専門家評価を実施するために、FTSS 上でのプランナーの動作検証として、開

発側が作成したプランナーを FTSS に接続して動作確認を行った。なお、当初予定していた期日より

も開発側のプランナーの完成が遅れ、プランナーの検証を当初事業実施期間内に実施する事が出来な

くなったため、事業実施期間を 2025 年 9 月まで延長した。開発側が作成した全プランナーの FTSS 上

での正常な動作を確認した。 

国際的な活動としては、MEGURI 実証事業者、日本海事協会とともに、IMO のコレスポンデンスグ

ループに参画し、MEGURI の実証・安全性評価での知見を活用してドラフトを作成に貢献した。コレ

スポンデンスグループでまとめられた MASS コードのドラフトは、MSC108 で審議された。 

 

2.3 国内地域限定の無人運航船実用化に向けた各種検討の最終化 

今年度の検討項目は以下の通りである。 

a. 新技術導入のための制度改革： 

・ 九州農産品輸送への無人運航船を利用したモーダルシフトの活用 

・ 紙・パルプ輸送への無人運航船を利用したモーダルシフトの活用 

b. 実証実験のデータの活用方法： 

・ 実証試験で得られるデータのニーズ 

・ 保険分野のユースケース 

・ ShipDC との連携 

 c. 無人運航船の具体的な用途の検討及び周知方法 

・ 無人運航船の潜在ユーザ開拓 

 d. 地域連携 

・ 小豆島におけるユースケース 

 e. 社会インフラ等（事故時の責任分担や損害保険の付保等） 

・ 法的責任の発生 

 

DFFAS+実証側の進捗に応じた検討の具体化を進めるとともに、DFFAS+外への展開も図った。 

無人運航船の社会実装に向けた取り組みは、小豆島をはじめとした離島地域の生活基盤や経済活動
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の維持に欠かせないピースとなる。無人運航船技術の発展は、船員不足や高齢化、船員の労働環境の

改善やヒューマンエラーの減少、休憩時間の確保など、船員の働きやすさに期待が寄せられている。 

 

2.4 今後の計画 

最終年度である 2025 年度は、下記を実施する。 

1.  安全性評価等の実施 

a．MEGURI2040 ステージ 2 実証船における検証・リスク評価の完了 

・ 離島航路「おりんぴあどりーむせと」の無人運航船としてのリスクが既存船としてのリスクと

同等であることの提示 

・ 火災時の非常時シナリオを旗船で実際に実施して、減員の影響を確認 

b．船員スキルの定量化及び遠隔オペレータに必要な能力要件の構築 

・ 遠隔オペレータに必要な能力要件の抽出 

c．遠隔オペレータの教育訓練シミュレータの開発 

・ 遠隔オペレータの教育訓練カリキュラムの作成 

2. 安全ガイドラインの策定 

・ 無人運航船の非常時対応ガイドラインの作成 

・ 遠隔オペレーション及び遠隔オペレータ育成ガイドラインの作成 

3. 社会受容性の醸成 

・ 無人運航船の新技術導入のための制度整備（制度設計） 

・ 無人運航船のデータ活用のための環境整備（制度設計） 

4. 成果報告会（セミナー等）の開催 

・ セミナーの開催 
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添付資料 1 安全性評価事業関係の委員会の活動状況報告 

 

1. 活動状況報告 

1.1 無人運航船安全性評価ステアリング委員会 

1.1.1 第 9 回無人運航船安全性評価ステアリング委員会 

会議の概要は以下のとおり。 

1.  日時  2024 年 9 月 17 日（火）15:30-17:30 

2.  場所 赤坂インターシティコンファレンス 3 階 301 + Web 会議（Teams 利用） 

3.  議題 

1） 今年度の事業計画（審議事項） 

2） その他 

 

1.1.2 第 10 回無人運航船安全性評価ステアリング委員会 

会議の概要は以下のとおり。 

1.  日時 2024 年 12 月 20 日（金）14:00-16:10 

2.  場所 AP 新橋 4 階 D ルーム + Web 会議（Teams 利用） 

3.  議題 

1）船員スキル定量化の進捗（審議事項） 

2）シミュレータ開発の進捗（審議事項） 

3）安全評価の進捗（審議事項） 

4）安全ガイドライン策定等の進捗（審議事項） 

5）社会受容性の醸成の進捗（審議事項） 

6）その他 

 

1.1.3 第 11 回無人運航船安全性評価ステアリング委員会 

会議の概要は以下のとおり。 

1.  日時 2025 年 3 月 14 日（金）14:00-17:00 

2.  場所 AP 虎ノ門 11 階 B ルーム + Web 会議（Teams 利用） 

3.  議題 

1）今年度の事業総括（審議事項） 

2）今年度の事業成果（審議事項） 

3）次年度の事業計画（報告事項） 

4）その他 

 

1.2 安全評価・ガイドライン策定等委員会 

1.2.1 第 1 回安全評価・ガイドライン策定等委員会 

会議の概要は以下のとおり。 

1.  日時 2024 年 9 月 24 日（火）15:30-17:30 

2.  場所 AP 虎ノ門 11 階 A ルーム + Web 会議（Teams 利用） 
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3.  議題 

1）全体事業計画（報告事項） 

2）今年度事業計画（審議事項） 

3）その他 

 

1.2.2 第 2 回安全評価・ガイドライン策定等委員会 

会議の概要は以下のとおり。 

1.  日時 2024 年 12 月 10 日（火）15:30-17:30 

2.  場所 AP 虎ノ門 11 階 B ルーム + Web 会議（Teams 利用） 

3.  議題 

1）ステージ 2 実証船リスク評価の進捗 （審議事項） 

2）ステージ 2 実証船の緊急対応の実船検証の進捗 （審議事項） 

3）緊急対応ガイドライン検討の進捗 （審議事項） 

4）その他（報告事項） 

 

1.2.3 第 3 回安全評価・ガイドライン策定等委員会 

会議の概要は以下のとおり。 

1.  日時 2025 年 2 月 19 日（水）14:00-16:00 

2.  場所 AP 新橋 3 階 B ルーム + Web 会議（Teams 利用） 

3.  議題 

1）今年度の事業成果（審議事項） 

2）次年度の事業予定（報告事項） 

3）その他（報告事項） 

 

1.3 船員スキル定量化検討委員会 フェーズ 2 

1.3.1 第 3 回 船員スキル定量化検討委員会 フェーズ 2 

会議の概要は以下のとおり。 

1.  日時 2024 年 7 月 1 日（月）14:00～16:00 

2.  場所 AP 虎ノ門 11 階 D ルーム＋Web 会議（Teams 利用） 

3.  議題 

1）全体事業計画         （報告事項） 

2）年度計画 

 ①  実船実験等を通じた遠隔オペレータに必要な能力要件の検討  （審議事項） 

 ②  海技者及び非海技者を対象としたリプレイ遠隔実験の分析資料作成 （審議事項） 

③ 遠隔オペレータの能力要件に対応した教育訓練施設の整備  （審議事項） 

3）その他 

 

1.3.2 第 4 回 船員スキル定量化検討委員会 フェーズ 2 

会議の概要は以下のとおり。 

1.  日時 2024 年 11 月 28 日（木）13:30～15:30 
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2.  場所 AP 虎ノ門 11 階 D ルーム+ Web 会議（Teams 利用） 

3.  議題 

1）中間報告 

 ① 船員スキル定量化フェーズ 2 の全体概要     （審議事項） 

 ② 実船実験等を通じた遠隔オペレータに必要な能力要件の検討  （審議事項） 

③ 海技者及び非海技者を対象としたリプレイ遠隔実験の分析資料作成 （審議事項） 

④ 遠隔オペレータの能力要件に対応した教育訓練施設の整備  （審議事項） 

2）その他 

 

1.3.3 第 5 回 船員スキル定量化検討委員会 フェーズ 2 

会議の概要は以下のとおり。 

1.  日時 2025 年 2 月 14 日（金）14:00～16:00 

2.  場所 赤坂インターシティカンファレンス 4 階 404+ Web 会議（Teams 利用） 

3.  議題 

1）年度報告 

 ① 実船実験等を通じた遠隔オペレータに必要な能力要件の検討  （審議事項） 

 ② 海技者及び非海技者を対象としたリプレイ遠隔実験の分析資料作成 （審議事項） 

③ 遠隔オペレータの能力要件に対応した教育訓練施設の整備  （審議事項） 

④ まとめ          （審議事項） 

2）その他 
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付録 1   安全性評価事業関係の委員等名簿 
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